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《 土岐市病院事業新公立病院改革プラン策定の背景 》
・土岐市病院事業は、地域医療の中核的役割
・近年収益性が悪化
・一般会計からの繰入金が高水準
・継続して安定した医療提供していくためには、健全な事業運営が必要不可欠
・総務省「新公立病院改革ガイドライン」に沿って、プラン策定
（平成27年3月31日総財準第59号「公立病院改革の推進について（通知）」）
・「土岐市病院事業改革プラン策定委員会」設置

《 病院事業概要 》
【土岐市立総合病院】
経営形態：公営企業法一部適用
診療科目：25診療科
許可病床数：350床（一般病床350床）
職員数：平成28年4月1日時点）：449名

【土岐市老人保健施設やすらぎ】
定員：入所およびショートステイ（短期入所療養介護）一般棟60名

認知症専門棟40名、通所リハビリテーション 25名

【土岐市国民健康保険駄知診療所】
診療科目：内科
職員数（平成２８年４月１日時点）：６名

《 土岐市病院事業の現状そして課題 》
（１）前改革プランの結果
各種増収策や費用抑制策にも取り組むも、課題であった産婦人科医、整形
外科医の確保ができず、他の診療科の常勤医師数の減少、病床利用率の低
迷等の影響等があり、計画期間最終年度の経常収支比率は97.4％と未達成。
その他多数の項目についても直近年度でも目標未達成。

（２）医師確保について
医師不足が一因となった病院の統廃合が数多く見受けられる。大学医局側の
事情として、過去と比較して大学医局に残る医師が減少した昨今、中小規模病
院への医師派遣には限度があると言われている。本院においても、こうした実
情が医師数減少に影響していることは否定できず、経営努力だけでは力が及
ばない要因がある。

（３）決算状況について
医師数の減少による経常収益の落ち込みの中、近年若干の経常収益回復傾向
がみられる。

（４）市の財政支援について
病院事業が受ける繰入金が市の歳出に占める割合は、病院
事業を有する岐阜県下の市町の中で、非常に高い水準。
将来における財源確保の観点からも病院事業の経営改善を
図ることで繰入金の縮減を目指すべき。

（５）人口減少、医療需要減少からの検討

本プランの期間を超えた先を見据えると、医療需要は着実に減少していくと予想されており、長期的な展望の中で
土岐市病院事業のあり方を含めた市の医療政策を考える必要がある。

《 新公立病院改革プラン 》
Ⅰ 地域医療構想を踏まえた役割の明確化
・地域医療構想を踏まえた当該病院の果たすべき役割
・平成37年（2025年）における当該病院の具体的な将来像
・地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割
・一般会計負担の考え方
・地域医療構想における東濃中部の医療を考える研究会
Ⅱ 経営の効率化
（１）経常収支比率に係る目標設定の考え方
（２）経営指標に係る数値目標
Ⅲ 再編・ネットワーク化

病床機能別需給ギャップの解消、医師不在診療科の解消、医療機能の分化や集約を命題にして、「再編・ネット
ワーク化」について、平成２９年度中に具体的な方向性を出す。
Ⅳ 経営形態の見直し
改革シナリオの具体例 （グループ１とグループ２を組み合わせる）

土岐市病院事業 新公立病院改革プラン 【概要版】

《 点検・評価・公表等の体制 》
１ 外部有識者も交えた組織にて10月～11月頃行い、結果は、ＨＰ等で公表
２ 本プランの見直しについて

・病院事業の黒字化を目指すための具体的な方針が決まり次第、その方針に即したプランになるよう、速やかに
見直しを行う。
・岐阜県地域医療構想が改定された場合も、必要に応じて本プランの見直しを行う。

H29.3

【プラン策定委員会委員での意見】
・「指定管理制度を活用し、公立病院としての権限を維持したまま民間に経営を委ねる」
・「経営譲渡し、民間病院として地域医療を守る」
・「近隣病院と統合をし、医療機能の再編等を行う」

現状の経営形態（地方公営企業法一部適用）で維持・継続することは困難と判断

平成29年度早期に専門委員会の立上げ → 経営形態に係る選択肢の決定

1

http://www.city.toki.lg.jp/
http://www.city.toki.lg.jp/


土岐市病院事業新公立病院改革プランにおけるネットワーク化視点による見直し例
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Ⅰ．近隣病院と連携協定を結び、両院の役割分担を最適化する場合の効率化例

両病院で経営協力 ・ 薬剤、医療機器等の共同購入
・ 医師、看護師等の人事派遣 ・病床数の割り振り協議 等

両病院で機能分担 ・ 重複する診療科を一方のみにする等、診療科別の分担
・ 一方を急性期、他方を回復期にする等、病床機能別の分担 等

Ⅱ．近隣病院と統合をし、医療機能の再編等を行う場合の効率化例

片方を閉院し、一方に集約 ・ 一方の既存施設に医療資源を集約。
・ 他方は閉院し、施設を別用途へ転用又は解体

両方を閉院し、新病院を建設集約 ・ 新病院を建設し医療資源を集約
・ 既存の両病院を閉院し、施設は別用途に転用又は解体

再編・ネットワーク化視点の見直し例 医師確保の観点から見た利点

Ⅰ．近隣病院と連携協定を結び、
両院の役割分担を最適化する

○ 医師、医療従事者の相互派遣や、重複を避ける医療機能の再編を
行うことで、 医療提供体制の確保が期待できる。

Ⅱ．近隣病院と統合をし、
医療機能の再編等を行う。

○ 医療資源の集約化を図ることで、医療提供体制の確保が期待できる。

＜各見直し例による効率化の例＞

◎ 平成２９年３月に策定した「土岐市病院事業新公立病院改革プラン」において、
土岐市立総合病院の立場からみた再編・ネットワーク化視点による見直し例について、以下のとおり整理されている。

◎ 上記の再編・ネットワーク化視点による見直しの具体例の場合、以下の効率化の例などが考えられる。

②東濃中部の医療提供体制の方向性の検討について

※同プランにおいては、以下の４つの視点で改革の進め方が整理されている。
①地域医療構想を踏まえた役割の明確化 ②経営の効率化 ③再編・ネットワーク化 ④経営形態の見直し
このうち、①及び②の観点は、土岐市立総合病院単独の課題であるため、本検討会資料では省略する。



Ａ. 診療科の分担
（診療機能分化）

Ｃ.医師等の相互派遣 Ｄ.医療機器・
医薬品の共同購入

Ⅰ．近隣病院と連携協定を結び、両院の役割分担を最適化する場合の効率化例

または 地域医療連携推進法人化

連携協定の締結

Ｂ. 病床機能の分担
・ 需要に見合った医療の提供
・ 常勤医師数の維持・確保
・ 医療資源の集約化
・ 長期に安定した病院の経営 等

土岐市立総合病院
（土岐市）

東濃厚生病院
（ＪＡ岐阜厚生連）
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地域医療連携推進法人とは・・・
・ 地域医療構想の達成のために、平成２９年４月に創設された一般社団法人認可制度により、参加
医療機関の強みを生かし、医療機関相互間の機能の分担及び業務を推進するため、認可される法人

・ 原則２次医療圏単位とし、医師会、歯科医師会、患者団体、自治体等で構成される評議会の意見を
取り入れて運営

＜法人化する主なメリット＞
○ 過剰病床であっても融通が可能

現在の過剰病床は、急性期であるが、両病院ともこれ以上増やす必要がない。
（現在の２病院では、メリットにはならない。）

○ 医療機器、医薬品等の共同購入が可能

＜法人化する主なデメリット＞
○ 法人に参加する病院を取りまとめる中心機関がなければ、既存の仕組みから大きく変化できない。

経営形態の検討／選択

地方公営企業法一部適用 （現行）

地方公営企業法全部適用

独立行政法人化

指定管理



診療科
土岐市立
総合病院

東濃厚生
病院

＜内科系＞

内科 ○(1) ○

神経内科 ○(4) ○(1)

呼吸器内科 ○ ○(2)

消化器内科 ○(2) ○(6)

循環器内科 ○(1) ○(4)

内分泌内科 ○(3) ○

血液内科 ○(1) ○

腎臓内科 ○(2) ○(3)

＜外科系＞

外科 ○(5) ○(5)

整形外科 ○(1) ○(5)

形成外科 ○(1)

脳神経外科 ○(3) ○

心臓血管外科 ○

診療科
土岐市立
総合病院

東濃厚生
病院

＜その他診療系＞

アレルギー科 ○ ○

小児科 ○(2) ○

皮膚科 ○ ○(1)

泌尿器科 ○(1) ○(1)

産婦人科 ○(1) ○(1)

眼科 ○(1) ○

耳鼻咽喉科 ○(2) ○(1)

リハビリ科 ○ ○

放射線科 ○ ○(1)

歯科 ○(1)

麻酔科 ○ ○

精神科 ○(1)

病理診断科 ※検査科医師 (1) ○

診療科/常勤医師数 ２５ (34) ２２ (31)

現 状：２１診療科において、両病院で重複して診療科を有している。
課 題：同一診療科の医師を、両病院でそれぞれ確保しなければならない。

病院ごとに診療科のすみ分けを行うと・・・
ex. Ａ病院は内科系 ／ Ｂ病院は外科系

Ａ病院は内科・外科系 ／ Ｂ病院はその他診療科系
Ａ病院は総合診療 ／ Ｂ病院は特定分野に特化

両病院で必要となる医師数は、単純に少なくなるものの、
総合的な診療、さらには救急医療対応ができなくなる可能性がある。

※ 総合診療ができないと医師の確保も困難となる。

病院ごとで診療科の精査は必要ではあるが、診療科のすみ分けによる医師確保は、市民への総合的な医療提供に対する影響が大きい。

Ａ．診療科目の分担（診療機能分化）

診療科 Ａ病院 Ｂ病院

内科系 ○

外科系 ○

小児科 ○

産婦人科 ○

・・・ ・・・ ・・・

診療科 Ａ病院 Ｂ病院

内科系 ○

外科系 ○

小児科 ○

産婦人科 ○

・・・ ○

＜病院ごとの診療科目を分担例＞

＜両病院の現行診療科目と常勤医師数(平成２９年１０月１日現在)＞

救急医療提供のための
多様な診療科の確保ができない
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病院間で
診療科目を

分担
（得意分野に

特化）

凡例：○は、標榜診療科 ／ （ ）内の数字は、平成２９年１０月１日現在の常勤医師数



区分
土岐市立
総合病院

東濃厚生
病院

小計

高度急性期 0床 0床 0床

急性期 290床
（216床）

270床
560床

（486床）

回復期 60床 0床 60床

慢性期 0床 0床 0床

計
350床

（２７６床）
270床

620床
（546床）

区分
Ａ病院

急性期に特化
Ｂ病院

回復期に特化
小計

高度急性期 0床 0床 0床

急性期 ××床 0床 ××床

回復期 0床 △△床 △△床

慢性期 0床 0床 0床

計 ××床 △△床 約400床

Ｂ．病床機能の分担

＜医療提供の観点＞
○ 救急医療の提供が可能な病院は、Ａ病院のみとなる。
○ 急性期病院が、２病院から１病院となるため、救急搬入先が距離的に遠くなる市民が増える可能性がある。

＜医師確保の観点＞
○ 完全に機能分担を行えば、病院ごとの役割が明確となるため、医局からの医師供給を受けやすくなる。
○ ただし、回復期病院に一部急性期を残す等中途半端な分担では、両病院に必要な医師数は、ほとんど変わらないため、医師供給

は受けにくい。 （完全に分担しても、一部診療科の医師は、急性期・回復期ともに必要であるため、一定数重複して必要となる。）
○ ４００床を２病院で急性期・回復期に振り分けた場合、両病院の病床規模は現状より小規模となる。（医師の招聘がより難しくなる可能性がある。）

＜その他の観点＞
○ 検査手術機器等の医療資源の集約化が可能となる。
○ 回復期専門となるＢ病院は、医療報酬が下がるため、経営が厳しくなる恐れがある。

東濃厚生病院

土岐市立総合病院

急性期・回復期

急性期

Ａ病院

急性期

回復期
Ｂ病院

＜現 状＞ ＜病床機能分担＞

相互連携
（斡旋・紹介等）

病院間で
病床機能を

分担
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Ｃ．医師等の相互派遣

Ｄ．医療機器・医薬品等の共同購入
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＜医師確保の観点＞
・ 重複している診療科目で、医師等のスタッフを相互派遣することで、東濃中部において同一科目で複数の医師の招聘が不要となる。
・ 一方の病院に医師が勤務する日は、他方の病院でその診療科の医師が不在となる。（休診せざるを得ない）

＜医療提供の観点＞
・ 本来は、医師がある程度確保できている病院が、医師が不足している病院を支援するために行うものであると考えられる。
・ 両病院ともに医師が不足している現状では、両病院で常時医療の提供ができなくなるデメリットがある。

Ａ病院

内科 外科 外科 整形整形 内科

Ｂ病院 Ａ病院

内科 外科 外科 整形整形 内科

Ｂ病院

派 遣

派 遣

＜派遣例２： 派遣元の病院に、同一診療科に一人の医師しかいない場合＞

Ａ病院

内科 外科 外科 整形
整形

内科

Ｂ病院 Ａ病院

外科 外科

Ｂ病院

派 遣

派 遣

＜派遣例１： 派遣元の病院に、同一診療科に複数の医師がいる場合＞

内科
整形

内科 内科整形 整形

両病院で全日診察が可能となる。

医師派遣日は、派遣元の病院が休診となる。

・ 医療機器・医薬品の購入・販売には許可がいるため、一方が購入して融通するのではなく、共同で（または地域医療連携推進法人が）、
販売業者との購入単価引き下げ交渉を行い、各病院ごとで個別に購入するとなる。

・ 医療機器・医薬品等以外については、地域医療連携推進法人が一括購入して両病院へ融通することが可能。

○ 医療機器や医薬品等の医療提供のための材料を共同購入することで、運営費用の削減につなげる。
（医師不足、病床再編には直接影響しない。）



Ⅱ．近隣病院と統合をし、医療機能の再編等を行う場合の効率化例

・ 一方の既存施設に医療資源を集約。
・ 他方は閉院し、施設を別用途へ転用又は解体

・ 新病院を建設し医療資源を集約
・ 既存の両病院を閉院し、施設は別用途に転用又は解体

土岐市立総合病院
（所在地：岐阜県土岐市土岐津町）
・病床数 ３５０床
・診療棟・病棟 ５階建 23,807 ㎡

（昭和６３年築 築２９年）

JA厚生連東濃厚生病院
（所在地：岐阜県瑞浪市土岐町）

・病床数 ２７０床
・診療棟・病棟 ６階建 18,682 ㎡

（平成１５年築 築１４年）

設置運営主体 ： どこに、だれが、いつ、どれくらいの規模の病院を設置し、だれが経営するのか
費用負担主体 ： 費用負担（現在～将来）はだれが、どれくらい行うのか

土岐市立総合病院 東濃厚生病院

建物・設備 ・築29年が経過。外装、電気設備、空調等大規模改修要
・あと20年程度で建物の耐用年数を迎える

・築14年が経過
・相対的には新しいものの、一定年数を経過している。

病床数 不足（400床以下） 不足（400床以下）

その他 東濃中部の最西部に立地 増床する隣接地がない

Ａ．一方の病院を閉院し、もう一方の病院に集約

Ｂ．両方の病院を閉院し、新たに病院を建設して集約

東濃厚生病院

土岐市立総合病院
又は

東濃厚生病院

土岐市立総合病院

東濃厚生病院
新病院

土岐市立総合病院

＜医療提供の観点＞
○ ２病院が１病院となるため、距離的に遠くなる市民が増える可能性がある。

＜医師確保の観点＞
○ ２つあった医療機関が１つに集約されるため、医局からの医師派遣が受けやすくなる。
○ 病床数を４００床規模とした場合、現行の２病院よりも病床数が増えるため、症例経験を積みたい医師の招聘につながる。

＜その他の観点＞
○ 医療需要に見合った医療機関の再編が可能となる。 ○ 医療提供体制が激変するため、医療従事者の雇用等に影響がある。
○ 検査手術機器等医療資源の集約化が可能となる。 ○ 新たな施設建設または改修費用、機器整備費用等により初期費用が膨大となる。
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医療提供の観点 経営の観点

診療科確保 病床確保 医師確保 救急診療確保 導入費用 施設維持管理

現 状
・重複診療科あり
・医師不足で、一時的
に休診する診療科発生

・急性期過剰
・回復期不足

・両病院とも、医師の
確保が困難

・両病院の輪番制で
対応

－ ・施設設備の経年劣
化に伴う維持管理費
が年々増加

連 携

Ａ.診療科分担
（診療機能分化）

・重複診療科解消
・診療科の構成に
よっては、総合的な
診療ができなくなる。

・病床確保への影響、
効果は乏しい。

・完全分担すれば、必
要医師数が減る。
・総合診療ができない
ため、敬遠される可能
性あり。

・多様な診療ができな
くなるため、対応できな
い病状の発生が懸念
・１病院化で現行より遠
くなる市民が存在

－ ・医療機器等の集約
化が一定程度可能

Ｂ.病床機能
分担

・機能に合わせた診療
科再編が必要
・急性期病院の１病院
化で現行より遠くなる
市民が存在

・地域の医療需要に合
わせた病床の確保可能
・２病院で病床数を
シェアするため、両病
院とも規模が小さくなる。

・急性期病院は、医局
からの医師派遣が現
状より受けやすくなる。
・総合診察ができない
回復期病院は、敬遠さ
れる可能性がある。
・規模が小さくなるため、
敬遠される可能性あり。

・救急医療確保可能
・１病院化で現行より遠
くなる市民が存在する。

・回復期転換病院の
改修費、機器導入費
が発生

・医療機器等の集約
化が一定程度可能
・回復期専門となるＢ
病院は、医療報酬が
下がるため、経営が
厳しくなる恐れがある。

Ｃ.医師等
相互派遣

・輪番制で総合診療
の維持が可能

・病床確保への影響、
効果は乏しい。

・負担増に伴い敬遠
される可能性あり。

・両病院の輪番制で
対応

－ －

Ｄ.医療機器等
共同購入

－ － － － － ・地域連携推進法人
化等で、医療機器等
を共同購入し、費用
削減が可能

統 合

Ａ.既設利用

・診療科確保可能
・１病院化で現行より遠
くなる市民が存在

・どちらの病院を使用し
ても、医療需要（約４００
床）を満たせない。

・医局からの医師派
遣が、現状より受けや
すくなる。
・両病院の医師、看
護師、コメディカル等
全職員の新病院への
転属が課題

・救急医療確保可能
・医師確保により高度
化も可能
・１病院化で現行より
遠くなる市民が存在

・既設施設の改修費が
発生
・廃止施設の改修（介
護施設等にて活用）
又は撤去費が発生

・医療機器等集約化
が可能
・施設設備の経年劣
化に伴う維持管理費
が直近増加していく。

Ｂ.新規整備

・医療需要を満たす
病床確保可能

・莫大な建設費、医療
機器費が発生
・廃止施設の改修（介
護施設等にて活用）
又は撤去費が発生

・医療機器等集約化
が可能

Ⅲ．再編・ネットワーク化視点による見直し例 総括マトリクス表（たたき台資料）
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人口
（H27国勢調査）

東濃５市における
人口割合（Ｅ）

多治見市 110,465 人 ３２．７７％

土岐市 57,842 人 １７．１６％

瑞浪市 38,746 人 １１．５０％

恵那市 51,088 人 １５．１６％

中津川市 78,920 人 ２３．４１％

東濃５市合計 337,061 人

土岐市＋瑞浪市 96,588 人 ２８．６６％ （Ｅ１）

地域医療構想
２０２５年推計

必要病床数 （Ｆ）

土岐市・瑞浪市
必要病床数

（Ｆ）×（E1）28.66%
備 考

高度急性期 ２３６ 床 ６７ 床 県立多治見病院で対応

急性期 ８３６ 床 ２３９ 床
２病院で担うべき病床

４２６ 床
回復期 ６５３ 床 １８７ 床

慢性期 ３２２ 床 ９２ 床 既存民間病院で対応

合計 ２，０５７床 ５８５ 床

２）人口案分による、土岐市・瑞浪市（２病院）の２０２５年必要病床数概算推計

１）地域医療構想２０２５年推計必要病床数（対２０１４年比率）による、土岐市・瑞浪市（２病院）の２０２５年必要病床数概算推計

２０２５年に土岐市・瑞浪市（２病院）で必要となる急性期／回復期病床数 ： ４２６床

東濃圏域
２０１４年病床数

（Ａ）

地域医療構想
２０２５年推計

必要病床数 （Ｂ）

推計必要病床数
対２０１４年比率

（Ｃ）＝（Ｂ）／（Ａ）

高度急性期 ２７２ 床 ２３６ 床 ８６．８％

急性期 １，７３２ 床 ８３６ 床 ４８．３％

回復期 １４２ 床 ６５３ 床 ４５９．９％

急性期＋回復期 小計 1,874 床 1,489 床 ７９．５％ (C1)

慢性期 ３６７ 床 ３３２ 床 ９０．５％

合 計 ２，７４６ 床 ２，０５７床 ７４．９％ (C2)

現状の
稼働病床数

（Ｄ）

急性期＋回復期
の変化率で

（Ｄ）×（C1）79.5%

全病床の
変化率で案分

（Ｄ）×（C2）74.9%

土岐市立総合病院 ２７６ 床 ２１９ 床 ２０６ 床

東濃厚生病院 ２７０ 床 ２１５ 床 ２０３ 床

合 計 ５４６ 床 ４２４ 床 ４０９ 床

＜２病院（２市）の２０２５年必要病床数：左表に基づく案分による推計＞

＜２市（２病院）の２０２５年必要病床数：左表に基づく案分による推計＞

２０２５年に土岐市・瑞浪市（２病院）で必要となる急性期／回復期病床数 ： ４２４床 （急性期＋回復期の増減率で案分）
４０９床 （全病床の増減率で案分）

＜東濃圏域の２０１４年病床数と地域医療構想２０２５年推計必要病床数との比較＞

＜東濃５市の人口と５市における人口割合＞

◎ 地域医療構想の２０２５年推計必要病床数を、東濃５市の人口割合によって土岐市・瑞浪市に案分することで、２市（２病院）の必要病床数を概算推計

◎ 地域医療構想の２０２５年推計必要病床数の対２０１４年比率を用い、２病院の現行稼働病床数を案分することで、２市（２病院）の必要病床数を概算推計

×28.66%

×79.5% ×74.9%

＜参考資料１＞ 東濃中部における２０２５年必要病床数の概算推計
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３）土岐市、瑞浪市（２病院）の患者数を病床機能毎に振り分け、病床稼働率で割り戻した２０２５年必要病床数概算推計

◎ 現在の土岐市立総合病院、東濃厚生病院の患者数を参考に2025年の必要病床数を概算推計
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（ＪＡ岐阜厚生連試算）

２０２５年に土岐市・瑞浪市（２病院）で必要となる高度急性期／急性期／回復期病床数 ： ４３４床 約４００床程度

土岐市立
総合病院

(Ａ)

東濃厚生
病院
(Ｂ)

２病院合計
(Ｃ)=(Ａ)+(Ｂ)

病床機能
構成比率

(Ｄ)

土岐市・瑞浪市
入院患者数

(Ｅ)=(Ｃ)×(Ｄ)

病床
稼働率

(Ｆ)

土岐市・瑞浪市
必要病床数
(Ｇ)=(Ｅ)/(Ｆ)

２病院が担う
必要病床数

(Ｈ)

一般病床
(７対１)

１６０人 ２０４人 ３６４人

高度急性期 １５．６％ ５７人 ７５％ ７６床 ７６床

急性期 ４２．３％ １５４人 ７８％ １９８床 １９８床

回復期 ３０．７％ １１２人 ９０％ １２４床 １２４床

慢性期 １１．４％ ４１人 ９２％ ４５床 ０床

地域包括ケア病棟 ３２人 ― ３２人
地域包括ケア病棟

（回復期）
― ３２人 ９０％ ３６床 ３６床

合計 １９２人 ２０４人 ３９６人 合計 ― ３９６人 ― ４７９床 ４３４床

＜平成２８年度平均入院患者数＞ ＜２市（２病院）の２０２５年必要病床数＞

※病床機能構成比率…DPC分析ソフトgirasolより、200床～399床病院（対象病院127）の病床機能構成比（高度急性期：15.6％、急性期：42.3％、回復期：30.7％、慢性期11.4％）を算出

※病床稼働率…国のガイドラインによる病床稼働率（高度急性期：75%、急性期：78％、回復期：90％、慢性期：92％）を用いて算出



＜参考資料２＞ 東濃圏域における慢性期機能の病床数について
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＜病床機能報告制度集計結果と将来の必要病床数の比較＞

◎慢性期機能については、２０２５年の必要病床数に対して、平成２６年度の病床機能報告制度では３５床の過剰
であったが、病床機能の転換等により、平成２８年度の病床機能報告制度では６床の不足となっている。

病床機能報告 ２０２５年
必要病床数

④
①―④ ②―④ ③―④Ｈ２６．７.１

①
Ｈ２７．７.１

②
Ｈ２８．７.１

③

高度急性期 ２７２床 ２７３床 ２８２床 ２３６床 ３６床 ３７床 ４６床

急性期 １，７３２床 １，５４８床 １，５３９床 ８３６床 ８９６床 ７１２床 ７０３床

回復期 １４２床 ３５１床 ３２０床 ６５３床 ▲５１１床 ▲３０２床 ▲３３３床

慢性期 ３６７床 ３２６床 ３２６床 ３３２床 ３５床 ▲６床 ▲６床

休床等 ２３３床 ２４０床 ２７１床 ― ― ― ―

合計 ２，７４６床 ２，７３８床 ２，７３８床 ２，０５７床 ４５６床 ４４１床 ４１０床

＜慢性期機能の病床内訳（Ｈ２８．７.１）＞

多治見市 土岐市 瑞浪市 恵那市 中津川市 合計

緩和ケア病棟 ２０床 ２０床

療養病棟入院基本料 １ ３０床 ５５床 ３４床 １１９床

療養病棟入院基本料 ２ ２２床 ７０床 ９２床

介護療養型医療施設 ５床 １４床 ２０床 ３９床

有料診療所入院基本料 ８床 ８床

有料診療所療養病床入院基本料 １０床 １９床 ２９床

診療所型介護療養施設 １９床 １９床

合計 ８７床 ６０床 ４８床 ４１床 ９０床 ３２６床

〇療養病棟入院基本料 ２、介護療養型医療施設、診療所型介護療養施設については、平成２９年度末で廃止
（６年間の経過措置の可能性あり）されることから、介護機能へ転換する病床があり、慢性期機能の病床数は減
少する見込みとなっている。
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土岐市立総合病院は、神経系・耳鼻系・内分泌系の占有率が高くなっている。東濃厚生病院は、外傷系・眼科
系・消化器系の占有率が高くなっている。

東濃医療圏における、東濃中部の人口割合は、約３０％であることから、２病院の占有率が大きく下回っている
疾患（主疾患では、循環器系、呼吸器系）は、他地域へ流出していると推計される。

出典：DPC導入の影響評価に関する調査（平成28年度第４回 診療報酬調査専門組織・DPC評価分科会）より作成

＜参考資料３＞ 東濃圏域における疾患別病院占有率


